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ゼロカーボンビル(LCCO2 ネットゼロ)推進会議 2024 年度 成果報告 
＜要約＞ 

0. 2024 年度の検討体制 

ゼロカーボンビル（LCCO2 ネットゼロ）推進会議第Ⅱ期 1 年目の 2024 年度は、推進会議（親

委員会）のもとに、ホールライフカーボン基本問題検討WG並びにツール開発、データベース検5 

討、海外情報及び WLCA 円滑運用検討の 4 つの SWG を設けて検討を進めた。 

 

図 1-0. 2024 年度の検討体制 

主な活動成果は、以下の 13 項目である。また、最終ページには、まとめと今後の課題につい

て、一覧表とした。 10 

 

1.  WLCA 制度化に向けた論点整理と方向性の提案 

建築物の WLCA 制度化に向けて、対象範囲、報告義務/上限規制など制度化の論点を整理した

上で、日本における制度化の方向性について、当面と将来の 2 段階に分けて提案した。 

 15 
図 1-1. WLCA 関連制度化に向けた論点と想定される日本の方向性（案） 
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（案）想定される⽅向性論点

将来当⾯
●1.1 WLC（EC+OC）（+省エネ規制）

1. 対象範囲
●1.2 EC（UC）, OC個別規制
●2.1 報告義務

2. 報告義務/上限規制
●2.2 上限規制
●●3.1 建築許可（＋完了検査）3. 担保措置

（建築許可/完了検査） 3.2 完了検査
●4.1 新築4. 対象⾏為

（新築/改修） ●4.2 新築＋改修
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WLCA: Whole Life Carbon Assessment,  WLC: Whole Life Carbon 
EC: Embodied Carbon, UC: Upfront Carbon,  OC: Operational Carbon
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2.  J-CAT®正式版の公開 

建築物ホールライフカーボン算定ツール・J-CAT について、2024 年 5 月公開の試行版に、AIJ 

建物の LCA 指針の最新データベースの反映、EPD データの充実などさらなる改良を加え、2024

年 10 月に正式版として公開した。なお、使用者登録者数の累計は 2025 年 3 月末時点で 2,600 名

以上となった。 5 

 
図 1-2. J-CAT 正式版の試行版からの主な改良点 

3.  J-CAT 正式版によるケーススタディ 

 28 事例、8 用途、4 構造種別、延床面積 2,000 ㎡未満～100,000 ㎡以上の多種多様なケーススタ

ディを通して、アップフロントカーボン、ホールライフカーボンの用途別、構造別傾向を分析10 

した。アップフロントカーボンの新築平均は約 1,170 kg-CO2 e /m2、ホールライフカーボンの新

築平均は約 109 kg-CO2 e /m2・年となった。 

 
図 1-3.  J-CAT 正式版によるケーススタディ 
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4.  J-CAT と CASBEE-建築との連携 

CASBEE-建築のホールライフカーボン簡易計算のためのデータベースを J-CAT によって新た

に作成した。新たなデータベースが組み込まれた CASBEE-建築（新築）2024 年版の評価ソフト

ver1.0 が 2025 年 3 月に公開された。 

 5 
図 1-4.  J-CAT と CASBEE-建築との連携 

 

5.  建材データベース作成の基本方針立案 

 WLC 制度化に備え、原単位データ整備の基本方針として、当面は日本建築学会の産業連関表

ベースの LCA データベースを基本に一部現存する EPD データを併用し、将来は EPD 等の個別10 

製品データ中心に移行することを目指すという方針を提案した。 

 

図 1-5. 建材データベース作成の基本方針立案 
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6.  データベース認証体制の当面の課題と将来展望の整理 

データベース認証体制に関する人材育成の加速化、先行する検証機関からのサポートによる

組織体制構築という当面の課題、検証サービス開始の将来展望について示した。 

 

図 1-6. データベース認証体制構築に向けた取り組み（案） 5 

 

7.  建材 EPD 検討会議との連携 

PCR 策定や EPD 等データ整備の推進を目的とする「建材 EPD 検討会議」が日本建材・住宅設

備産業協会の中に設置され、データベース検討 SWG と連携して取り組みを推進した。 

 10 

図 1-7.  建材 EPD 検討会議体制 
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8.  日独意見交換会の開催 

データベース調査の一環として、ドイツ連邦建設・都市・空間研究所（BBSR）との意見交換

会を実施し、EU 指令への対応を見据えた EPD とジェネリックデータの整備方針など、ドイツに

おける LCA の最新動向について調査した。 

 5 
図 1-8.  BBSR の展望 
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9.  先行する海外（欧米、アジア圏）動向調査 

欧米、及び 2024 年度はアジア圏の WLC に関する制度化の動向調査を実施した。 

＜欧米＞ 

EU では EPBD の改正で 2026 年に上限値導入を含むロードマップ策定予定。2028 年に 1,000 ㎡

以上の新築、2030 年にすべての新築に WLC 評価義務予定。フランス、デンマークなどでは、2-5 

3 年ごとに上限値を強化の方針。 

国に先駆けて自治体（フィンランドのヘルシンキ市）が上限値を導入する事例もあり。米国

ではカリフォルニア州が米国で初めて EC 削減を義務化（州のベースラインから 10%削減な

ど）。 

＜アジア圏＞ 10 

アジアでは、評価義務や上限値はまだない。シンガポールや香港では、グリーンビルディン

グ認証の選択項目として UC 算定が含まれる。 

 

図 1-9.  海外における WLC 関連制度のロードマップ 

  15 
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10.  WLCA の推進を牽引するドライバーの最新動向調査 

SBTi、IEA/EBC/Annex89、GHG プロトコル等の動向、不動産業界（GRESB 等）の動向、主要

エンジニアリング会社等が発信するガイダンス、調査結果（用語の定義、ベースライン、国別

の条件の差異を調和する工夫）について調査した。 

 5 
図 1-10.  GHG プロトコル改訂に係る論点 

 

11.  WLCA の新たな課題に対する調査 

WLCA 動的評価の仕組みと評価事例、木材炭素貯蔵量の評価事例、サーキュラーエコノミー

の最新動向、サーキュラーエコノミーの最新動向について調査した。 10 

 

図 1-11.  ダイナミック LCA の考え方 

  



8 
 

12.  海外発信（国際学会発表） 

2024 年度は EcoBalance 2024 の国際会議でのポスター発表を実施。発表に対する質疑対応は 30

件弱あり、日本の不動産業界における WLCA 取組に対する関心の高さが伺えた。 

 

図 1-12.  海外発信 5 

13.  講習会・研修会の企画・運営 

J-CAT の普及・定着、人材育成を目指して、ホールライフカーボン評価の基礎知識に関する連

続講座や J-CAT の使用登録者向け講習会を継続的に開催した。 

 
図 1-13.  2024 年度講習会・研修会の開催通知 10 
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まとめと今後の課題 

2024 年度の成果概要と今後の課題は下表のとおりである。 

 

表 1-1. 今年度の成果概要と今後の課題 

 5 
 

以上 

 

 
※ この＜要約＞は、『令和６年度 ゼロカーボンビル（LCCO2ネットゼロ）推

進会議 報告書』から、「第１章 活動成果概要」「第 7 章 まとめと今

後の課題」を抜粋・再編集したものである。 
 

 

2024年度ゼロカーボンビル推進会議の成果概要と今後の課題
今後の課題成果概要

政策、制度への展開⽀援⽇本におけるWLCA制度化のための⾏
政基盤の整備⽀援①基本問題

J-CAT の改良､活⽤､普及
J-CAT⼾建の開発
削減貢献量、ダイナミックLCA
設計ガイドライン策定
改修評価、WEB化、BIM連携
ツールの第三者認証の必要性検討

J-CAT 正式版の完成
CASBEE-建築との連携
継続的な改良

②ツール開発

主要関係業界（素材系）データ
整備⽀援
設備分野など業界団体への働き
かけ
EPD取得を促すデータベース作
成⽅針の検討
（建材EPD＞AIJ DBとなる場合の対処
⽅法など）
データベース維持管理体制構築
データベースのBIM組込

建材データベース作成の基本⽅針⽴
案
データベース運営体制と将来展望の
整理
建材EPD検討会議との連携、⽇独意
⾒交換会の開催

③データベース

加速化する
海外動向の調査継続
継続的な海外発信

先⾏する海外（欧⽶、アジア圏）動向
調査
海外発信（国際学会発表）

④海外情報

WLCA⼈材育成に係る最新動向
調査、検討を継続

講習会・研修会の企画・運営
建築分野のWLCA⼈材育成に係る検討⑤WLCA円滑運⽤


